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（図表１）日米共同声明 概要
1 日米間の強力かつ安定的で互恵的な貿易・経済関係の重要性を確認

2 更なる具体的手段をとることも含め，日米間の貿易・投資を互恵的な形で更に拡大すること，ま
た，世界経済の自由で公正かつ開かれた発展を実現することへの決意を再確認。

3 日米物品貿易協定（ＴＡＧ）について，また，他の重要な分野（サービスを含む）で早期に結果
を生じ得るものについても，交渉を開始。

4 上記の協定の議論の完了の後に，他の貿易・投資の事項についても交渉。

5 交渉を行うに当たっては，日米両国は以下の他方の政府の立場を尊重。
-日本としては農林水産品について,過去の経済連携協定で約束した
  市場アクセスの譲許内容が最大限であること。
-米国としては自動車について，市場アクセスの交渉結果が
  米国の自動車産業の製造及び雇用の増加を目指すものであること。

6 ＷＴＯ改革，電子商取引の議論を促進するとともに，知的財産の収奪，強制的技術移転等の
不公正な貿易慣行に対処するため，日米，また日米欧の協力を通じて，緊密に作業。

7 協議が行われている間，本共同声明の精神に反する行動を取らない。
（資料）外務省資料よりニッセイ基礎研究所作成

 

1――「日本も例外ではない」、米ムニューシン財務長官が「為替条項」に言及 

2018年 10月 13日、インドネシアで開かれていたG20財務省・中央銀行総裁会議後、米国のムニュ

ーシン財務長官による記者団への発言が注目を集めた。日米の通商協議で日本に対して「為替条項」

を求めていくという内容だ。為替条項は、為替介入等を通じた通貨安の誘導を防ぐために取り決めら

れるものだ。円高・ドル安要因になるとともに、大規模金融緩和を続ける日銀の金融政策まで「攻撃」

の対象となって、通貨政策・金融政策も影響を受ける可能性もある。円安によって企業業績や株価は

恩恵を受けてきただけに、市場の警戒感も高まった。 

 

2――日米物品貿易協定（TAG) では言及がなかったが… 

9月26日に行われた日米

首脳会談では、「日米物品貿

易協定（Trade Agreement on 

goods/TAG）」についての交

渉を始めることが合意され

た。農林水産品については

「TPP 等過去の経済連携協

定で約束した市場アクセス

の譲許内容が最大限である

こと」、自動車については

「協議中は追加関税が発動されないこと」を確認する内容であり、両国政府からも為替条項に関する

言及は特段無かった。自動車と農業に関する上記の合意が打ち出されたことで、当面の間は日本が最

悪の事態に陥るリスクは後退した、との受け止めが広がっていた矢先の発言であった。 

ただ、米国は、他国との通商交渉において、為替条項を盛り込んできている状況だ。北米自由貿易

協定（NAFTA）再交渉の結果として合意された米国・メキシコ・カナダ協定（USMCA）では、為替条項

が盛り込まれている。米国、トランプ政権が勝ち取ってきた成功体験がベースとなり、メキシコ・カ
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（図表２）実質実効為替レートの推移

※2010年を100とした指標、61カ国を対象としたブロードベース

（資料）国際決済銀行〔BIS〕よりニッセイ基礎研究所作成
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ナダの為替条項を「ひな形」として日本にも適用しようと迫る、といった流れになっている。 

 過去、オバマ政権時代の環太平洋パートナーシップ(TPP)協定の交渉においても、米国内には為替条

項を盛り込もうという主張があった。日本等の反対もあって、最終的にはTPP協定とは切り離した形

で、輸出を有利にする通貨安誘導を回避する旨の共同宣言で落ち着いている。G20 等での合意と同様

の内容で、日本側も通貨政策・金融政策で拘束力を持つものではなく、政策の変更を迫られるわけで

はないとの認識を示してきた。 

 トランプ政権下の今、改めて為替条項への要求に対峙することとなった。来るべきものが来た、と

いうことなのかも知れない。 

 

3――日本にとっては飲めない為替条項、守勢の厳しい交渉に臨む 

日本企業の稼ぐ力は、企業努力もあってここ数年で高まり、円高への適応力は増してきている。少

し円高に触れたからといって、企業業績が急激に悪化するわけではない。とは言え、管理貿易・保護

主義の色合いが強い条項を飲むことは、中長期的にもデメリットに繋がっていく。 

日本は、2011年 11月の円売り・ドル買い以来、

足もとまで為替介入を行っていない。しかし、実

質実効レートを見ると、相当円安が進んでいる現

状である（図表２）。今までも金融緩和の結果とし

ての円安だと国際社会にも説明してきたが、今回

の相手は強硬なトランプ政権。米国側の判断で、

いくらでも攻撃される余地がある状況とも言える

中で、為替条項を飲むのは避けたい展開だろう。 

また、為替条項や自動車の数量規制等、管理貿

易・保護主義的な流れが強まれば、グローバル・サプ

ライチェーンを構築してきた日本企業も、その戦略を

再考せざるを得なくなることもあるだろう。日本企業が享受してきた自由貿易、グローバル・サプライチェーン

の恩恵が薄れてしまうような安易な妥協は出来ない状況だ。 

そして、為替条項の結果として、通貨政策・金融政策の自由度が奪われるリスクも認識しなくてはならない。

日銀が大規模緩和を続ける中で、そのリスクを市場が認識するだけでも円高要因となり、輸出企業の業績や

成長してきたインバウンド消費にもネガティブに働いてしまう。 

米国側は、まずは強行姿勢で為替条項の導入を求めてくることも想定され、自動車の数量規制や農業等、

守るべきものが多い立場で交渉する日本にとっては、難しい交渉となりそうだ。ぜひ日本の交渉力に期待した

い。  


